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８ 職員の給与等に関する報告及び勧告

本委員会は、「一般職の職員の給与に関する条例」及び「市町村立学校職員の給与に関す

る条例」の適用を受ける職員（以下「職員」という｡)の給与の実態、給与を決定する諸事情

について調査研究を行ってきたが、その結果は以下のとおりである。

（１）報告

ア 職員の給与

本委員会が、本年４月１日現在で実施した「平成31年職員給与実態調査」の概要は、

次のとおりである。

（ア）職員構成

職員数は、一般職員6,292人、警察官4,059人、県立学校職員4,430人､市町村立学校

職員8,901人、計23,682人となっており、昨年に比べ113人減少している。

また、平均年齢は43.3歳、平均経験年数は21.0年、男女別構成は男63.3％、女36.7

％、学歴別構成は大学卒79.9％、短大卒7.2％、高校卒12.9％、中学卒0.0％となって

いる。

（イ）平均給与月額

職員は、従事する職務の種類に応じ、行政職、公安職、教育職、医療職、研究職、

福祉職及び学校栄養職の７種13給料表の適用を受けているが、これら職員全員の本年

４月における平均給与月額は、給料360,355円、扶養手当9,547円、地域手当5,877円、

その他の手当17,851円、計393,630円となっており、昨年と比べ0.2％の減少を示して

いる。

このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.9歳、

平均経験年数21.9年）の平均給与月額は、給料339,978円、扶養手当10,057円、地域

手当5,826円、その他の手当18,840円、計374,701円となっており、昨年と比べ0.1％

の減少を示している。

イ 民間給与の調査

本委員会は、職員の給与と民間給与との比較を行うため、本年も、人事院及び新潟

市人事委員会等と共同して、企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内

1,177事業所のうちから、263事業所を層化無作為抽出法によって抽出の上、「2019年（平

成31年）職種別民間給与実態調査」を実施し、公務と類似すると認められる76種類の職

務に従事する者8,091人について、本年４月分として支払われた給与月額等を調査した。

その主な調査結果の概要は、次のとおりである。
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（ア）初任給の状況

別表第１に示すとおり、新規学卒者の採用を行った事業所は、大学卒で31.8％（昨

年26.8％）、高校卒で17.6％（同16.2％）となっている。そのうち、初任給について、

据え置いた事業所の割合は大学卒で60.6％（同63.7％）、高校卒で54.4％（同61.6％）

増額した事業所の割合は大学卒で39.4％（同36.3％）、高校卒で45.6％（同38.4％）

となっており、減額した事業所はなかった。

（イ）給与改定の状況

別表第２に示すとおり、民間事業所においては、一般の従業員（係員）について、

ベースアップを実施した事業所の割合は38.1％（昨年31.6％）となっている。一方、

ベースダウンを実施した事業所は、昨年に引き続きなかった。

また、別表第３に示すとおり、一般の従業員（係員）について、定期に行われる昇

給を実施した事業所の割合は91.2％（昨年92.2％）となっている。昇給額については、

昨年に比べて増額となっている事業所の割合は28.8％（同31.5％）、減額となってい

る事業所の割合は6.9％（同2.7％）となっている。

ウ 本県職員と民間従業員との給与比較

（ア）公民給与の較差

本委員会は、「職員給与実態調査」及び「職種別民間給与実態調査」の結果に基づ

き、職員にあっては行政職給料表適用職員、民間にあってはこれに相当する職種の職

務に従事する者について、相互の給与を比較したところ、別表第４に示すとおり、職

員の給与が民間従業員の給与を347円（0.09％）下回っている。

なお、職員と民間の比較に当たって使用した給与種目は別表第５のとおりである。

（イ）特別給

昨年８月から本年７月までの１年間において、民間事業所で支払われた賞与等の特

別給を調査した結果は、別表第６に示すとおりであって、平均給与月額の4.46月分に

相当しており、職員の特別給（期末・勤勉手当）の年間の平均支給月数（4.45月）と

概ね均衡している。

エ 本県職員と国家公務員との給与比較

民間給与との比較を行っている本年４月における国家公務員の行政職俸給表（一）

適用と本県の行政職給料表適用者の平均給与月額は別表第７のとおりである。

オ 物価及び生計費

総務省統計局の本年４月における消費者物価指数は、昨年同月に比べ、新潟市では
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0.7％、全国では0.9％の上昇となっている。

また、本委員会が総務省統計局の家計調査を基礎として算定した２人世帯、３人世

帯及び４人世帯の新潟市における標準生計費は、本年４月においてそれぞれ123,790円､

160,190円及び196,580円となっている。

カ 人事院の給与勧告等

人事院は、本年８月７日、一般職国家公務員の給与等について報告を行い、併せて

給与等の改定について勧告を行った。

キ むすび

本県職員の給与及び民間給与の実態とそれぞれの比較、物価及び生計費の状況並び

に人事院勧告の概要等は、以上述べたとおりである。

これらを総合的に勘案し、本委員会は、職員の給与の改定等について次のとおり判

断した。

（ア）職員の給与の改定

ａ 給料表

民間給与と比較を行っている行政職給料表については、公民較差の状況等を踏ま

え、引上げ改定を行うこととする。

改定内容は、人事院勧告において初任給を含む若年層に重点を置いた引上げを

行ったこと及び民間の初任給との間に差があること等を踏まえ、職員採用試験（大

学卒業程度）に係る初任給を1,500円、職員採用試験（高校卒業程度）に係る初任

給を1,900円引き上げることとし、30歳代前半までの職員が在職する号給について、

引上げ改定を行う。

この改定は、本年４月時点の比較に基づいて職員給与と民間給与を均衡させるた

めのものであることから、同月に遡及して実施する。

行政職給料表以外の給料表についても、行政職給料表との均衡を基本に引上げ改

定を行うこととする。

また、勤務成績に応じた昇給機会を確保する観点から、職員の在職実態等を踏ま

え、行政職給料表４級及び公安職給料表５級について号給の増設を行うこととし、

来年４月から実施する。

ｂ 住居手当

住居手当については、本年、人事院が公務員宿舎の使用料の上昇を考慮し、手当

の支給対象となる家賃額の下限を引き上げ、また、民間における住宅手当の支給状

況等を踏まえ、最高支給限度額を引き上げることを勧告したところである。

本委員会としては、民間における支給状況及び職員の家賃負担の状況等を注視しつ
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つ、引き続き検討することとする。

ｃ 期末手当・勤勉手当

期末手当・勤勉手当については、民間における特別給の年間支給割合と概ね均衡

していることから、支給月数の改定を行わないことが適当と考える。

ｄ 教員給与

教員特殊業務手当については、国における部活動の活動時間の見直しや他の都道

府県の動向等を考慮し、見直しを検討する必要がある。

（イ）働き方改革と勤務環境の整備

ａ 職員の勤務時間等

人事院は、職員の健康確保や人材確保の観点等から、働き方改革を推進するため

の関係法律の整備に関する法律による労働基準法等の改正も踏まえ、本年４月から、

人事院規則の改正により、超過勤務命令を行うことができる上限時間を設定した。

本県においても長時間勤務の是正は、職員の健康保持、ワーク・ライフ・バランス、

有為な人材の確保等の観点から、重要な課題である。

職員の時間外勤務については、平成30年度には、長時間勤務の解消等に向けて策

定された県庁働き方改革行動計画に基づく取組や大規模な災害がなかったこともあ

り、前年度に比べ減少したものの、依然として、一部の職場では、長時間勤務が見

受けられる。

任命権者においては、これまでも事前命令の徹底、勤務実績の把握、時間外勤務

をしない職員が退庁しやすい雰囲気づくり、適正な時間外勤務命令など県庁働き方

改革行動計画等に基づく様々な縮減対策に取り組んでおり、今後もこれらの取組の

着実な実施により、時間外勤務の縮減に一層努めていく必要がある。

また、教職員の長時間勤務については、本年１月に文部科学省が、学校における

働き方改革の総合的な方針の一環として、在校等時間の上限の目安時間を示す「公

立学校の教師の勤務時間の上限に関するガイドライン」を策定したところである。

当該ガイドラインでは、その実効性を担保するため、教育委員会に対し、公立学校

の教師の勤務時間の上限に関する方針等の策定を求めている。任命権者においては、

当該ガイドラインの趣旨を踏まえ、教職員の多忙化解消に向けた取組を一層進めて

いく必要がある。

本委員会としては、本年４月から、人事委員会規則の改正により、時間外勤務命

令を行うことができる上限時間を設定したところであり、今後、職権を有する職員

の労働基準監督機関として、労働法令遵守の観点から調査・指導を行っていくこと

はもとより、各任命権者における時間外勤務の状況を把握した上で、長時間勤務の

是正に向け、必要な取組に努めていく。

ｂ 仕事と家庭の両立支援
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仕事と育児、介護等の両立支援制度については、休業、短時間勤務及び休暇等の

制度が整備され、累次の改正も行われてきたところであるが、ワーク・ライフ・バ

ランスの実現や女性活躍推進の観点等から、性別にかかわりなく両立支援制度が適

切に活用されることが重要である。任命権者においては、職員が、仕事と育児、介

護等を両立しやすい制度の整備や普及啓発などに努めてきたところであり、引き続

き取組を進めていく必要がある。

ｃ 職員の健康管理等

長時間にわたる過重な労働は疲労の蓄積をもたらす最も重要な要因と考えられて

いることから、任命権者が時間外勤務を命ずる場合には、職員の健康及び福祉を害

しないように考慮するなど、職員の健康保持に努めていく必要がある。

また、依然として多くの職員が精神疾患による長期の休暇の取得又は休職をして

いることから、職員の心の健康づくりは引き続き重要な課題となっている。任命権

者においては、従来から、精神科医師等によるメンタルヘルス相談、心の健康問題

による長期療養者の職場復帰支援など様々な措置を実施しているほか、新たにスト

レスチェック制度の集団分析結果を各所属長にフィードバックし、職場環境の改善

に活用する取組を始めたところであり、今後も状況の改善に向け、一層の取組に努

めていく必要がある。

セクシュアル・ハラスメント、パワー・ハラスメント及び妊娠、出産、育児又は

介護に関するハラスメントの防止については、任命権者において指針や要綱を定め、

職員の意識啓発、相談窓口の設置、研修の実施等様々な対策に取り組んでいるとこ

ろであるが、今後とも引き続き、これらのハラスメントの発生防止に向けて、対策

を継続的に実施していく必要がある。

なお、パワー・ハラスメントについては、先の通常国会において、関係法律が改

正され、事業主に対するパワー・ハラスメント防止のための雇用管理上の措置義務

等が規定された。国においては、事業主が講ずべき措置等について検討が行われて

いるところであり、本県においても適切に対応していく必要がある。

（ウ） 公務運営の改善

ａ 能力・実績に基づく人事管理

能力及び実績に基づく人事管理を徹底する観点から、地方公務員法において、

人事評価を任用、給与、分限その他の人事管理の基礎として活用することとされ

ているところである。

本県においても、同法の趣旨を踏まえて、任命権者において人事評価を実施し

ているところであるが、職員の意欲と能力を高め、組織の活性化を図り、県民サ

ービスの向上に寄与するため、引き続き、公平性、透明性、納得性の高い人事評

価が行われ、その評価結果が人事管理の基礎として十分に活用されるよう取り組
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む必要がある。

ｂ 有為な人材の確保･育成

行政課題に迅速かつ的確に対応し、より質の高い行政サービスを提供していく

ためには、有為な人材の確保や育成が重要である。

職員採用をめぐる環境は、景気動向を反映した民間企業等の雇用情勢をはじめ、

少子化に伴う受験年齢人口の減少などの影響により厳しさを増し、人材の確保が

難しくなっている職種もある。

このような状況を踏まえ、採用ガイダンスなどの機会を通じて、県職員の仕事

のやりがいや魅力を伝えるための広報に努めているところであるが、引き続き、

任命権者とも連携の上、人材確保の取組を一層進めていく必要がある。

職員が能力を十分に発揮し、組織全体の力を高めていくことが重要である。政

策立案能力を有する若手職員の育成など、今後も、人事評価制度も活用しながら、

職員育成に係る基本方針等に基づき、人材育成及び能力開発のための取組を積極

的に進めていく必要がある。

また、本県においては、採用者に占める女性の割合は増加傾向にあるとともに、

女性職員の登用が積極的に進められてきたところであるが、男女共同参画の推進

の観点や、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律の趣旨を踏まえ、引

き続き、女性職員の育成や登用を進めていく必要がある。

障害者の雇用については、障害者の雇用の促進等に関する法律の趣旨を踏まえ、

障害者採用選考考査の受験資格の緩和や合理的配慮の拡充等を行っているが、今

後も、障害者が働きやすい職場づくりを進めるなど、積極的に取組を推進してい

く必要がある。

ｃ 公務員倫理の確保

これまでも厳正な服務規律の確保と高い公務員倫理の保持の必要性については、

繰り返し言及してきたところであるが、依然として、一部の職員が飲酒運転をはじ

めとした重大な法令違反や、公務員としての倫理観を厳しく問われるような不祥事

を発生させ、県民の信頼を著しく損なう事態が生じている。

任命権者においては、一定の対策がとられているところであるが、再発防止策の

実施や職員の綱紀の保持及び服務規律の確保について一層の徹底を図るなど、不祥

事の根絶に向けて対策を進めていくことが求められる。

職員においても、勤務時間の内外を問わず、一人ひとりが高い倫理観と、全体の

奉仕者であることの自覚を持ち、県民の期待と信頼に応えられるよう行動する必要

がある。

（エ）高齢層職員の能力及び経験の活用

年金支給開始年齢の65歳への段階的な引上げに伴う雇用と年金の接続について、
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本県においては、再任用を希望する定年退職者を原則として再任用することにより

対応しているところであるが、再任用希望者の能力及び経験を十分に発揮できる職

務に配置するなど、引き続き再任用職員の活用に努めていく必要がある。

一方、政府は、「経済財政運営と改革の基本方針2019」（閣議決定）において、「平

均寿命の伸長や少子高齢化の進展を踏まえ、複雑高度化する行政課題に的確に対応

する観点から、公務員の定年を段階的に65歳に引き上げる方向で検討する｡｣として

おり、本県においても、引き続き、国及び他の都道府県の動向、関係法令の改正等

に留意しながら、検討を進めていく必要がある。

（オ）臨時・非常勤職員制度

平成29年５月に会計年度任用職員制度の創設、特別職非常勤職員の任用及び臨時

的任用の適正確保等を内容とする地方公務員法及び地方自治法の一部を改正する法

律（以下「改正法」という｡)が公布され、令和２年４月１日から施行されることに

なった。

本県においても、制度改正の手続が進められているところであるが、改正法の施

行に向けて適切に対応する必要がある。

（カ）給与勧告実施の要請

本年の勧告は、公民較差を解消するため給料表の引上げ及び勤務成績に応じた昇

給機会を確保する観点から号給の増設を行うこととした。

人事委員会の給与勧告制度は、労働基本権を制約されている職員の適正な処遇を

確保するため、情勢適応の原則に基づき、職員の給与水準を民間の給与水準に合わ

せることを基本とし、国及び他の都道府県の職員の給与等を考慮して決定する方式

として、長年の経緯を経て定着してきた。民間準拠を基本とした給与決定の仕組み

は、職員に対し適正な給与水準を保障し、公務に必要な人材の確保や円滑な行政運

営に寄与するものである。

県議会及び知事におかれては、給与勧告制度の意義や役割に理解を示され、別紙

（２）の勧告どおり実施されるよう要請する。

（２）勧告

ア 一般職の職員の給与に関する条例、市町村立学校職員の給与に関する条例、一般職

の任期付研究員の採用等に関する条例及び一般職の任期付職員の採用等に関する条例

の改正

（ア）給料表

現行の給料表を別記第１のとおり改定すること。（別記第１省略）

（イ）号給増設を伴う給料表

一般職の職員の給与に関する条例別表第１の行政職給料表及び別表第２の公安職
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給料表並びに市町村立学校職員の給与に関する条例別表第３の行政職給料表につい

ては、（１）による改定後の給料表を別記第２のとおり改定すること。（別表第１～

第３及び別記第２省略）

イ 改定の実施時期

この改定は、平成31年４月１日から実施すること。ただし、アの（イ）については令

和２年４月１日から実施すること。
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別表第１
民間における初任給の改定状況

（単位：％）

項目
採用あり 初任給の改定状況 採用なし

学歴 企業規模 増 額 据置き 減 額

規 模 計
31.8 39.4 60.6 0.0 68.2
(26.8) (36.3) (63.7) (0.0) (73.2)

大
500人以上 42.7 54.3 45.7 0.0 57.3

学
100人以上

32.1 30.7 69.3 0.0 67.9卒 500人未満

50人以上
17.6 20.0 80.0 0.0 82.4100人未満

規 模 計
17.6 45.6 54.4 0.0 82.4
(16.2) (38.4) (61.6) (0.0) (83.8)

高
500人以上 19.2 74.6 25.4 0.0 80.8

校
100人以上

18.4 26.8 73.2 0.0 81.6卒 500人未満

50人以上
14.4 37.8 62.2 0.0 85.6100人未満

（注）１ 「初任給の改定状況」は、採用がある事業所を100とした割合である。
２ （ ）は昨年の数値である。

別表第２
民間における給与改定の状況

（単位：％）

項 目 ベースアップ ベースアップ ベースアップ
ベースダウン

役職段階 実施 中止 の慣行なし

係 員
38.1 5.5 0.0 56.4

（31.6） （11.3） （0.0） （57.1）

課 長 級
29.6 7.1 0.0 63.3

（27.8） （9.9） （0.0） （62.3）

（注）１ ベースアップの慣行の有無が不明及びベースアップの実施が未定の事業所を除いて集計
した。

２ （ ）は昨年の数値である。
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別表第３
民間における定期昇給の実施状況

（単位：％）

項 目 定期昇給 定期昇給
定 期 昇 給 実 施 定期昇給

役職段階
制度あり

増 額 減 額 変化なし 停 止
制度なし

係 員
92.6 91.2 28.8 6.9 55.5 1.4 7.4

（93.7） (92.2) (31.5) (2.7) (58.0) (1.5) (6.3)

課 長 級
83.5 82.1 26.4 4.9 50.8 1.4 16.5
(87.0) (85.5) (27.6) (2.1) (55.8) (1.5) (13.0)

（注）１ 定期昇給の有無が不明、定期昇給の実施が未定及びベースアップと定期昇給を分離するこ
とができない事業所を除いて集計した。

２ （ ）は昨年の数値である。

別表第４
職員と民間従業員の給与較差

民間給与 (Ａ) 職 員給与 (Ｂ) 較差 (Ａ)－(Ｂ)

375,048 円 374,701 円
347 円

（0.09 ％）

（注） 公民ともに、本年度の新規学卒の採用者は含まれていない。

別表第５
公民比較における比較対象給与種目

民間給与 職員給与

きまって支給する給与から 給料月額、給料の調整額、扶養手当、管理職手当、地

時間外手当及び通勤手当を 域手当、初任給調整手当、住居手当、単身赴任手当（基

除いたもの 礎額）、特地勤務手当等、寒冷地手当
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別表第６
民間における特別給の支給状況

区 分
事務・技術等従業員項 目

下半期 （ Ａ１ ） 353,816 円
平均所定内給与月額

上半期 （ Ａ２ ） 361,278 円

下半期 （ Ｂ１ ） 803,868 円
特別給の支給額

上半期 （ Ｂ２ ） 791,155 円

下半期 （
Ｂ１

） 2.27 月分
特別給の支給割合

Ａ１

上半期 （
Ｂ２

） 2.19 月分Ａ２

年 間 計 4.46 月分

（注） 下半期とは平成30年８月から平成31年１月まで、上半期とは同年２月から令和元年７月まで
の期間をいう。

備 考 職員の場合、現行の年間支給月数は、平均で4.45月である。

別表第７
本県職員と国家公務員との給与比較

その１ 民間との比較に用いる平均給与月額の比較（平成31年４月）
（単位：円）

職 員 区 分 平均給与月額 給料（俸給） 地域手当 扶養手当 諸手当
の月額

国家公務員 411,123 329,433 40,818 10,059 30,813

本 県 職 員 374,701 339,978 5,826 10,057 18,840

（注）１ 平均給与月額等は「平成31年国家公務員給与等実態調査」及び「平成31年職員給与実態
調査」によるものである。

２ 国家公務員の平均年齢は43.4歳、本県職員の平均年齢は43.9歳である。

その２ ラスパイレス指数

区 分 国 本県

平成30年４月 100 100.4

（注）１ 上記指数は、国家公務員の行政職俸給表㈠適用者とこれに相当する本県職員の給料月額に
ついて、国家公務員を100とし、学歴別、経験年数別によるラスパイレス方式により比較した
ものである。

２ 地域手当の支給率を用いて補正したラスパイレス指数も100.4である。
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注 「2019年（平成31年）職種別民間給与実態調査」の概要
１ 調査の目的と時期

この調査は、職員の給与を検討するため、平成31年４月現在における民間給与の実態を調査
したものである。

２ 調査機関
新潟県人事委員会、人事院及び新潟市人事委員会等

３ 調査の範囲
調査対象事業所 全産業の企業規模50人以上で、かつ、事業所規模50人以上の県内の民間事

業所1,177事業所
４ 調査対象の抽出

標本事業所の抽出 上記３に記載した事業所を、組織、規模、産業により23層に層化し、こ
れらの層から263事業所を無作為に抽出し実地調査を行った。


	8給与報告勧告.pdfから挿入したしおり
	このうち民間給与との比較を行っている行政職給料表適用職員（平均年齢43.9歳、   平均経験年数21.9年）の平均給与月額は、給料339,978円、扶養手当10,057円、地域   手当5,826


